
 1

行 政 制 度 調 整 方 針  

財政部会 地方税の取扱い  

  

調整項目 記載事項 調  整  方  針 

個人市町村民税 

納税義務者 

均等割 

所得割 

分離課税にかかる所得割 

非課税の範囲 

減免 

納期 

特別徴収 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

黒川村の納期とする。ただし、合併年度は現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

法人市町村民税 

納税義務者 

均等割 

法人税割 

減免 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

税率は中条町の例による。ただし、合併年度及びこれに続く 5 年度は不均一課税とする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

確定申告納税相談 確定申告納税相談 旧町村ごとに開設する。 

市町村たばこ税 

納税義務者 

課税標準 

税率 

課税免除 

徴収方法 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

入湯税 

納税義務者 

課税免除 

税率 

納期 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村の例をもとに調整し、合併時に統合する。 

入湯する者１人１日につき、宿泊は１５０円、日帰りは１００円とする。ただし、条例の定める施設に入湯する者は、１人１日５０円とする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

鉱産税 

納税義務者 

課税標準 

税率 

納期 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 
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調整項目 記載事項 調  整  方  針 

固定資産評価審査委員会 固定資産評価審査委員会 
委員の定数は３人とする。 

任期については、法令の定めるところによる。報酬の額は、現行の報酬額及び同規模の自治体の例をもとに調整する。 

固定資産税 

納税義務者 

課税標準 

税率 

免税点 

課税免除 

減免 

納期 

過誤納金 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村の例をもとに調整し、合併時に統合する。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

軽自動車税 

納税義務者 

課税免除 

非課税 

税率 

賦課期日 

納期 

減免 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村の例をもとに調整し、合併時に統一する。 

特別土地保有税 

納税義務者 

課税標準 

税率 

免税点 

納税免除 

徴収猶予 

審議会 

賦課 

減免 

納期 

過誤納金 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

新市が都市計画区域を有することから、５，０００㎡とする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 

督促手数料 督促手数料 両町村で差異がないため、現行のとおりとする。 
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行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 １ 市町村民税  中条町担当 財政課 町民税係   

分 科 会 ４ 民税分科会 調整項目 １ 個人市町村民税  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

 
１ 納税義務者 
 
 
 
 
 

 
(1) 町内に住所を有する個人  
   均等割及び所得割 
 
(2)  町内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人で町内に住所 
  を有しない者   
   均等割 
・地方税法第２９４条 
・中条町税条例第 1２条 

 

 
(1) 村内に住所を有する個人 
均等割及び所得割 

 
(2) 1 月 1 日現在､村内に事務所､事業所または家屋敷を有する個
人で村内に住所を有しない者 
均等割 

・地方税法第２９４条 
・黒川村税条例第１２条 

 

両町村で差異がないため、現行のとお
りとする。 

 

 

 

 

 

２ 均等割 

 
税率 
 ２，０００円／年    
・地方税法第２９５条 
・中条町税条例第１９条 

 

 

税率 
 ２，０００円／年 

・地方税法第２９５条 
・黒川村税条例第１９条 

 

両町村で差異がないため、現行のと

おりとする。 

 

 

 

３ 所得割 

 
税率 
課 税 所 得 の 段 階 税 率（ 標 準 税 率 ） 

２００万円以下 ３％ 

２００万円超７００万円未満 ８％ 

７００万円超 １０％ 

・地方税法第３１４条の３ 
附則第４０条 
・中条町税条例第２２条の３ 
附則第１８条の４ 

 

税率  

課 税 所 得 の 段 階 税 率（ 標 準 税 率 ） 

２００万円以下 ３％ 

２００万円超７００万円未満 ８％ 

７００万円超 １０％ 

・地方税法第３１４条の３ 

  附則第４０条 

・黒川村税条例第２２条の３ 

  附則第１８条の４ 

 

 

両町村で差異がないため、現行のと

おりとする。 

 

 

 

 

 



 4

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

 

４ 分離課税にか

かる所得割 

 

 

税率 

課 税 所 得 の 段 階 税 率（ 標 準 税 率 ） 

２００万円以下 ３％ 

２００万円超７００万円未満 ８％ 

７００万円超 １０％ 

・地方税法第３２８条の３ 
附則第４０条  
・中条町税条例第４０条の４ 
附則第１８条の４ 

 

税率  

課 税 所 得 の 段 階 税 率（ 標 準 税 率 ） 

２００万円以下 ３％ 

２００万円超７００万円未満 ８％ 

７００万円超 １０％ 

・地方税法第３２８条の３ 

  附則第４０条 

・黒川村税条例第４０条の４ 

  附則第１８条の４ 

 

 

両町村で差異がないため、現行のと

おりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
５ 非課税の範囲 
 
 

 
(1) 生活保護法の規定による生活扶助を受けている者 
(2) 障害者、未成年者、老年者、寡婦又は寡夫(これらの者の前年
の合計所得金額が１２５万円を超える場合を除く。) 

(3) 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきものの
うち、前年の合計所得金額が２８万円にその者の控除対象配

偶者及び扶養親族の数に 1を加えた数を乗じて得た金額(その
者が控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金

額に１９万２千円を加算した金額)以下である者に対しては、
均等割を課さない。 

 
均等割非課税基準 
２８万円×（控除対象配偶者＋扶養親族＋１） 
＋加算額（１９万２千円） 

 
(4) 町内に住所を有することにより均等割の納税義務を負う夫と
生計を一にする妻で町内に住所を有するものに対しては、均

等割を課さない。 
・地方税法第２９５条 
附則第３条の３ 
・中条町税条例第 1３条 
附則第４条の３ 

 
 

 
所得割非課税基準 

  ３５万円×（控除対象配偶者＋扶養親族＋１） 
  ＋加算額（３６万円） 
・地方税法施行令第４７条の３ 

 

 
(1) 生活保護法の規定による生活扶助を受けている者 
(2) 障害者、未成年者、老年者、寡婦又は寡夫（これらの者の前
年の合計所得金額が１２５万円を超える場合を除く。） 

(3)  法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきものの
うち、前年の合計所得金額が２８万円にその者の控除対象配

偶者及び扶養親族の数に 1を加えた数を乗じて得た金額(その
者が控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金

額に１９万２千円を加算した金額)以下である者に対しては、
均等割を課さない。 

 
均等割非課税基準 
２８万円×（控除対象配偶者＋扶養親族＋１） 
＋加算額（１９万２千円） 

 
(4) 村内に住所を有することにより均等割の納税義務を負う夫と
生計を一にする妻で村内に住所を有するものに対しては、均

等割を課さない。 
 ・地方税法第２９５条 
附則第３条の３ 
・黒川村税条例第１３条 
附則第４条の３ 

 
 

 
所得割非課税基準 

  ３５万円×（控除対象配偶者＋扶養親族＋１） 
  ＋加算額（３６万円） 
・地方税法施行令第４７条の３ 

 
 
 
 
 

両町村で差異がないため、現行のとお
りとする。 
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現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

 
６ 減免 
 

 
(1) 生活保護法の規定による保護を受ける者 
(2) 当該年において所得が皆無となったため生活が著しく困難
となった者又はこれに準ずると認められる者 

(3) 学生及び生徒 
・中条町税条例第３９条 

 

 
(1) 生活保護法の規定による保護を受ける者 
(2) 当該年において所得が皆無となったため生活が著しく困難と
なった者又はこれに準ずると認められる者 

(3) 学生及び生徒 
・黒川村税条例第３９条 

 

両町村で差異がないため、現行のとお
りとする。 

 

 

 
７ 納期 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
普通徴収 
第１期  ６月１６日から同月３０日まで 
第２期  ８月１６日から同月３１日まで 
第３期 １０月１６日から同月３１日まで 
第４期 １２月１６日から同月２５日まで 
・地方税法第３２０条 
・中条町税条例第２９条 

 
普通徴収 
第１期  ６月１６日から同月３０日まで 
第２期  ８月１６日から同月３１日まで 
第３期 １０月１６日から同月３１日まで 
第４期 １２月１１日から同月２５日まで 
・地方税法第３２０条 
・黒川村税条例第２９条 

黒川村の納期とする。ただし、合併年
度は現行のとおりとする。 

 

 

 

両町村で差異がないため、現行のとお
りとする。 

 

 

 

 

 

財政への影響額 単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 

 
８ 特別徴収 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
特別徴収税額の納入の義務等 
特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月１０日までに、

その徴収した月割額を法施行規則第５号の１５様式による納

入書によって納入しなければならない。 
・地方税法第３２１条の５ 
・中条町税条例第３５条 

 
個人の町民税の特別徴収 
 ・中条町税条例第３３条 
 
特別徴収義務者の指定等 
・地方税法３２１条の４ 
・地方税法施行規則第２条 
・中条町税条例第３４条 
・中条町税条例施行規則第１６条 

 
特別徴収税額の納期の特例 
・地方税法３２１条の５の２ 
・中条町税条例第３５条の２ 

 
納期の特例に関する承認の申請 
・中条町税条例第３５条の３ 

 
特別徴収義務者の納入義務 
特別徴収義務者は、月割額を徴収した月の翌月１０日までに、

その徴収した月割額を法施行規則第５号の１５様式による納入

書によって納入しなければならない。 
・地方税法第３２１条の５ 
・黒川村税条例第３５条 

 
個人の村民税の特別徴収 
 ・黒川村税条例３３条 
 
特別徴収義務者の指定等 
・地方税法３２１条の４ 
・地方税法施行規則第２条 
・黒川村税条例第３４条 
・村税に関する文書の様式を定める規則第１条 

 
特別徴収税額の納期の特例 
・地方税法３２１条の５の２ 
・黒川村税条例第３５条の２ 

 
納期の特例に関する承認の申請 
・黒川村税条例第３５条の３ 

中条町 ７２３，５３３, ７２３，５３３ ０ 
黒川村 １４８，０５５ １４８，０５５ ０ 
計 ８７１，５８８ ８７１，５８８ ０ 関係法令等 

 
別紙のとおり 
 備考 平成１５年度当初予算ベース 
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別紙 
 
関係法令等 
 
①税 率 

地方税法（昭和 25 年・法律第 226 号） 

（個人の均等割の税率） 

第３１０条 第２９４条第１項第 1号又は第２号の者に対して課する均等割の標準税率は、次に掲げる市町村においてそれぞれ当該右欄に掲げる額とする。 

市町村 税率 

（１）人口５０万以上の市 年額 3,000 円 

（２）人口５万以上５０万未満の市 年額 2,500 円 

（３）（１）及び（２）の市以外の市並びに町村 年額 2,000 円 

２ 前項の表を適用する場合における市町村の人口は、官報に公示された最近の人口によるものとする。ただし、市町村の廃置分合又は境界変更があった場合における関係市町村の人口は、政令で定めると

ころによって計算したものによる。 

  

地方税法施行令（昭和 25 年・政令第 245 号） 

（市町村の廃置分合等の場合における関係市町村の人口） 

第４８条 市町村の廃置分合若しくは境界変更があった場合、所属未定地を市町村の区域に編入した場合又は市町村の境界が確定した場合における法第３１０条第１項の規定の適用については、関係市町村の人口

は、地方自治法施行令第 1７７条第１項の規定によって都道府県知事が告示したところによる。 

  

地方自治法施行令（昭和 22 年・政令第 16 号） 

（法による人口の調査期日後に区域変更等があった場合の人口の算定） 

第１７７条 地方自治法第２５４条の公示の人口の調査期日以後において、市町村の廃置分合若しくは境界変更があった場合、従来地方公共団体の区域に属しなかった地域を市町村の区域に編入した場合又は市町

村の境界が確定した場合においては、当該区域に現住者がいない場合を除く外、関係市町村の人口は、下の区分により都道府県知事の告示した人口による。 

一 数市町村の全部の区域を以て一市町村を設置した場合又は一市町村若しくは数市町村の全部の区域を他の市町村の区域に編入した場合においては、関係市町村の官報で公告された最近の国勢調査若し

くはこれに準ずる全国的な人口調査の結果による人口を集計したもの 

（第２号～第４号省略、第２項省略） 

 

②非課税基準 

地方税法（昭和 25 年・法律第 226 号） 

（個人の市町村民税の非課税の範囲） 

第２９５条 （第１項～２項省略） 

３ 市町村は、この法律の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち、前年の合計所得金額が政令で定める基準に従い当該市町村の条例で定める金額以下である者に対しては、均等割を

課することができない。 

  

地方自治法施行令（昭和 22 年・政令第 16 号） 

第４７条の３ 法第２９５条第３項に規定する政令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 市町村の条例で定める金額は、法第２９５条第３項に規定する法の施行地に住所を有する者の控除対象配偶者及び扶養親族の数に一を加えた数を当該条例で基本額として定める一定金額に乗じて得

た金額（その者が控除対象配偶者又は扶養規族を有する場合には、当該乗じて得た金額に当該条例で加算額として定める一定金額を加算した金額）とするものとすること。 

二 前号の基本額として定める一定金額は、３５万円を超えない範囲内において、３５万円に、生活保護法第８条第１項の規定により厚生労働大臣が定める保護の基準における地域の級地区分（前年の

１２月３１日における地域の級地区分とする。）ごとに、総務省令で定める世帯につき前年において同法第１１条第１項第１号から第３号までに掲げる扶助に要した費用として算定される金額を勘案し

て総務省令で定める率で、当該市町村が同日において該当した当該地域の級地区分に係るものを乗じて得た金額を参酌して定めるものとすること。 
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三 第１号の加算額として定める一定金額は、１９万円を超えない範囲において、１９万円に、前号に規定する総務省令で定める率で当該市町村が前年の１２月３１日において該当した同号に規定する地

域の級地区分に係るものを乗じて得た金額を参酌して定めるものとすること。 

  

生活保護法（昭和 25 年・法律第 144 号） 

第８条 保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うものとする。 

（第２項省略） 

  

生活保護法による保護の基準（昭和 38 年・厚生省告示第 158 号） 

       生活保護法第８条第１項の規定により、生活保護法による保護の基準を次のように定め、生活保護法による保護の基準（昭和 32 年 4 月厚生省告示第 95 号）は、廃止する。 

生活保護法による保護の基準（第１号～第３号省略） 

三 別表第１、別表第３、別表第６及び別表第８の基準額に係る地域の級地区分は、別表第９に定めるところによる。 

        市町村の廃置分合、境界変更又は市町村相互間の変更により、当該市町村の地域の級地区分に変更を生ずるときは、厚生労働大臣が別に定める。 

  

地方自治法施行規則（昭和 29 年・総理府令第 23 号） 

第９条の２ （第１項省略） 

２ 政令第４７条の３第２号に規定する総務省令で定める率は、次の各号に掲げる生活保護法第８条第１項の規程により厚生労働大臣が定める保護の基準における地域の級地区分（前年の１２月３１日に

おける地域の級地区分とする。）に応じ、当該各号に定める率とする。 

一 １級地 1.0 

二 ２級地 0.9 

三 ３級地 0.8 
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行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 １ 市町村民税  中条町担当 税務課 町民税係   

分 科 会 ４ 民税分科会 調整項目 ２ 法人市町村民税  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

 
1 納税義務者 
 
 
 
 
 
 

 
(1)  町内に事務所または事業所を有する法人 
   ・均等割額及び法人税割額の合算額 
(2)  町内に寮、宿泊所、クラブその他これらに類する施設を有 
する法人で町内に事務所又は事業所を有しないもの及び町

内に事務所、事業所又は寮等を有する法人でない社団又は財

団で代表者又は管理人の定めのあるもの 
   ・均等割額 
 
・地方税法２９４条 
・中条町税条例第１２条 

 
(1)  村内に事務所又は事業所を有する法人 
   ・均等割額及び法人税割額の合算額 
(2)  1月 1日現在、村内に寮、宿泊所、クラブその他これらに類
する施設を有する法人で村内に事務所又は事業所を有しない

もの及び村内に事務所、事業所又は寮等を有する法人でない社

団又は財団で代表者又は管理人の定のあるもの 
   ・均等割額 
 
・地方税法第２９４条 
・黒川村税条例第１２条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

 

 

 

 

 

 
2 均等割 
 
 

 
標準税率 
 
・地方税法第３１２条 
・中条町税条例第１９条 
 

 
標準税率 
 
・地方税法第３１２条 
・黒川村税条例第１９条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

 

 

 
3 法人税割 
 
 
 

 
税率 １４.７％（制限税率） 
  
・地方税法第３１４条の６ 
・中条町税条例第２２条の５ 

 
税率  １３．２％ 
 
・地方税法第３１４条の６ 
・黒川村税条例第２２条の６ 

税率は中条町の例による。ただし、合併
年度及びこれに続く5年度は不均一課税
とする。 

参考資料１参照 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

 

 

 

財政への影響額 単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 

 
4 減免 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
民法第３４条の公益法人 
 
・地方税法第３２３条 
・中条町税条例第３９条 
 

 
民法第３４条の公益法人 
 
・黒川村税条例第３９条 
 
 

中条町 ２５６，２００   
黒川村 ３０，９６８   
計 ２８７，１６８   

関係法令等 

 
地方税法（昭和２５年・法律第２２６号） 
（法人税割の税率） 
第 314条の 6 法人税割の標準税率は、100分の 12.3とする。ただし、標準税率を超えて課する場合においても、100分の 14.7を超える
ことができない。 
（第２項省略） 

備考 平成１５年度当初予算ベース 
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参考資料１ 

法人市町村民税（法人税割） 税額試算表（平成１５年度当初予算ベースで算出） 
１ 税率を１３．２％（黒川村の税率）とした場合 

（単位：千円） 
 税率 税額 Ｈ15年度当初予算比  
中条町 13.2％ 162,530 ▲18,470  

 
２ 税率を１４．７％（中条町の税率）とした場合 

（単位：千円） 
 税率 税額 Ｈ15年度当初予算比  
黒川村 14.7％ 23,729  2,422  

 
※中条町・黒川村の状況 

 法人総数 うち法人税割
納税者 

平成１５年度当初

予算額（法人税割） 平成 15年度課税標準額 税率 

中条町 ５６６ ２６３ 181,000千円 1,231,293千円 14.7％ 

黒川村 ９０ ４０ 21,307千円 161,421千円 13.2％ 

 
 
〈参考〉先進地事例：法人市町村民税の法人税割の取扱い 

協議会名 関係市町村 
合併 

方式 
現  況 調整内容 

村上市岩船郡 6市町村 
村上市･荒川町･神林村･朝日

村･山北町･粟島浦村 
新設 (村上市･神林村…14.7％)、(荒川町･朝日村･山北町･粟島浦村…12･3％) 標準税率(12.3％)に統一する。 

北蒲原郡南部郷 
安田町･京ヶ瀬村･水原町･笹

神村 
新設 (水原町…14.7％)、(安田町･京ヶ瀬村･笹神村…12.3％) 税率については、100 分の 12.3 とする。 

三島郡３か町村 与板町･和島村･出雲崎町 新設 (与板町･和島村…14.7％)、(出雲崎町…13.5％) 
税率については 14.7％とする。ただし、出雲崎町については新町

において 5年間の不均一課税として設ける。 

北魚沼６か町村 
堀之内町･小出町･湯之谷村･

広神村･守門村･入広瀬村 
新設 (堀之内町…14.7％)、(小出町･湯之谷村･広神村･守門村･入広瀬村…12.3％) 標準税率を採用する。 

六日町・大和町 六日町・大和町 新設 (六日町…13.9％)、(大和町…13.5％) 
税率については、均等割は現行どおりとし、大和町の法人税割は

合併後 3年間で六日町の税率へ段階的に調整する。 

新井市・妙高高原町・妙高村 新井市・妙高高原町・妙高村 編入 (妙高高原町･妙高村…14.7％)、(新井市…13.7％と 14.7％) 税率については、100 分の 14.7 とする。 

糸魚川市・能生町・青海町 糸魚川市・能生町・青海町 新設 (糸魚川市…14.7%)、(能生町…14.5％)、(青海町…12.3％) 
糸魚川市の例による。ただし、法律の定めるところにより 5 年間

は現行のまま不均一課税とする。 

佐渡市町村 

両津市･相川町･佐和田町･金

井町･新穂村･畑野町･真野

町･小木町･羽茂町･赤泊町 

新設 
(両津市･相川町･佐和田町･金井町･新穂村･畑野町･真野町…14.7％)、 

(小木町･羽茂町･赤泊村…14.2％) 
制限税率(100 分の 14.7)に統一する。 

十日町広域圏 
十日町市･川西町･中里村･松

代町･松之山町 
新設 
(十日町市…14.7％)、(中里村…13.5％)、(川西町…13.2％)、（松代町･松之

山町…12.3％） 

税率を 14.7％(制限税率)とする。ただし、合併年度の翌年度から

5 年間は不均一課税とし、段階的（14.7％を下回る町村において

は 3年間は据え置き、4年目に 13.5％、6 年目に 14.7%）に負担調

整する。 
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行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 2 財政部会 分  類 ２ 納税相談  中条町担当 税務課 町民税係   

分 科 会 4 民税分科会 調整項目 １ 確定申告納税相談  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

旧町村ごとに開設する。 

 

 

 

 

財政への影響額 単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 

 
１ 確定申告納税

相談 
 
 
 
 
 
 

 
開催期間  
２月１６日から３月１５日まで 

 
会場  
中条町役場 大会議室 

 
・所得税法第１２０条 

 
 

 
開催期間  
２月１６日から３月１５日まで 

 
会場 
黒川村民ホール 他産業研修室 

 
・所得税法第１２０条 

 
 
 
 

 

中条町    
黒川村    
計    関係法令等 

 

備考 平成１５年度当初予算ベース 
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行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 ３ 市町村たばこ税  中条町担当 税務課 町民税係   

分 科 会 ４ 民税分科会 調整項目 １ 市町村たばこ税  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

 
１ 納税義務者 
 

製造たばこの製造業者、特定販売業者又は卸売業者 
・地方税法第４６５条 
・中条町税条例第８１条 

製造たばこの製造者、特定販売業者又は卸売業者 
・地方税法第４６５条 
・黒川村税条例第８１条 

両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 

 

 
２ 課税標準 
 

売渡し等に係る製造たばこの本数 
・地方税法第４６７条 
・中条町税条例第８３条 
 

売渡し等に係る製造たばこの本数 
・地方税法第４６７条 
・黒川村税条例第８３条 
 

両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 
 

 

 
３ 税率 
 

 
紙巻たばこ                       1,000本につき 2,977円 
旧３級品の紙巻たばこ          1,000本につき 1,412円 
・地方税法第４６８条  
・地方税法附則第３０条の２ 
・中条町税条例第８４条 
・附則第１５条の２ 
 

 
紙巻たばこ                            1,000本につき 2,977円 
旧３級品の紙巻たばこ          1,000本につき 1,412円 
・地方税法第４６８条 
・地方税法附則第３０条の２ 
・黒川村税条例８４条 
・附則第１５条の２ 
 

両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 
 
 
 
 

 

 
４ 課税免除 
 

 
１ 輸出業者に対する製造たばこの売渡し 
２ 外国を往来する船舶及び航空機へ機用品として、積込むため
の製造たばこの売渡し 
３ 品質が悪変する等販売に適しない製造たばこの廃棄 
４ 小売店からやむを得ない理由等で返品された製造たばこ 
・地方税法第４６９条及び第４７７条 
・中条町税条例第８５条 
 

 
１ 輸出業者に対する製造たばこの売渡し 
２ 外国を往来する船舶及び航空機へ機用品として、積込むための
製造たばこの売渡し 
３ 品質が悪変する等販売に適しない製造たばこの廃棄 
４ 小売店からやむを得ない理由等で返品された製造たばこ 
・地方税法第４６９条及び第４７７条 
・黒川村税条例第８５条 
 

両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 
 
 
 
 

 

 
５ 徴収方法 
 

 
当月の販売分を翌月末日までに申告納付する。 
・地方税法第４７２条及び第４７３条 
・中条町税条例第８６条及び８７条 

 
当月の販売分を翌月末日までに申告納付する。 
・地方税法第４７２条及び第４７３条 
・黒川村税条例第８６条及び８７条 

両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 
 
 

 

財政への影響額 単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 
中条町 １５５，０３５ １５５，０３５ ０ 
黒川村 ３８，２９２ ３８，２９２ ０ 
計 １９３，３２７ １９３，３２７ ０ 関係法令等 

地方税法（昭和 25 年・法律第 226 号）附則 

（市町村たばこ税の税率の特例） 
第 30条の２ 平成 15年 7月 1日以後に第 465号第 1項の売り渡し又は同条第 2項の売り渡し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という。）
が行われた製造たばこに係る市町村たばこ税の税率は、第 468条の規定にかかわらず、当分の間、1,000本につき 2,977円とする。 
２ 平成 15年 7月 1日以後に売渡し等が行われたたばこ事業法附則第 2条の規定による廃止前の製造たばこ定価法第 1条第 1項に規定する紙巻た
ばこ 3級品の当該廃止のときにおける品目と同一である喫煙用の紙巻たばこに係る市町村たばこ税の税率は、当分の間、1,000本につき 1,412円
とする。 

備考 平成１５年度当初予算ベース 
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行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 ４ 入湯税  中条町担当 税務課 町民税係   

分 科 会 ４ 民税分科会 調整項目 １ 入湯税  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

 
１ 納税義務者 鉱泉浴場における入湯客 

・地方税法第７０１条 
・中条町入湯税条例第２条 
 

鉱泉浴場における入湯客 
・地方税法第７０１条 
・黒川村入湯税条例第２条 
 

 
両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 
 
 

 

 
２ 課税免除 
 

 
中条町税条例に定める施設を使用する者で次に掲げる者に対し

ては入湯税を課さない。 
(1)年齢が１２歳未満の者及び 65歳以上の者 
(2)学校教育の一環として実施する行事等に参加する者 
・中条町入湯税条例第３条 
 
 
 
 
 

 
次に掲げる者に対しては入湯税を課さない。 
(1) 年齢 6歳に満たない幼児、修学旅行の小学校児童及び中学校生
徒 

(2) 共同浴場又は一般公衆浴場に入湯する者 
(3) 病気療養のための入湯であって、１０日以上引続き入湯する場
合における１１日目以後の入湯 

(4) 黒川村老人クラブ事業として行なう入湯 
(5) クアハウスたいないにおける入湯 
・黒川村入湯税条例第３条 
・黒川村入湯税条例施行規則第２条 

 
両町村の例をもとに調整し、合併時に

統合する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
３ 税率 
 

 
入湯する者 1 人 1 日１５０円とする。但し、中条町入湯税条例
の定める施設に入湯する者は 1人 1日５０円とする。 
・地方税法第７０１条の２ 
・中条町入湯税条例第４条 
 

 
入湯する者 1人 1日につき、宿泊を伴う者１５０円、日帰りの者
１００円。 
・地方税法第７０１条の２ 
・黒川村入湯税条例第４条 

 
入湯する者1人1日につき、宿泊は150
円、日帰りは 100円とする。ただし、
条例の定める施設に入湯する者は、1
人 1日 50円とする。 
 
 

 
参考資料２参照 

 
４ 納期 
 

 
当月分の入湯税を翌月の１５日まで申告納付する。 
・中条町入湯税条例第６条第３項 
 

 
当月分の入湯税を翌月の１５日まで申告納付する。 
・黒川村入湯税条例第５条第３項 
 

 
両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 

 

財政への影響額 単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 
中条町 ６，３７４ ５，６３４ ▲７４０ 
黒川村 ７，５５０ ７，１７３ ▲３７７ 
計 １３，９２４ １２，８０７ ▲１，１１７ 

関係法令等 
 
 
 

地方税法（昭和 25 年・法律第 226 号） 

（入湯税） 
第７０１条 鉱泉浴場所在の市町村は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興
（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てるため、鉱泉浴場における入湯に対し，入湯客に入湯税を課するものとする。 
（入湯税の税率） 
第７０１条の２ 入湯税の税率は、入湯客一人一日について、150円を標準とするものとする。 

備考 平成１５年度当初予算ベース 
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参考資料 ２ 

 入湯税率調整案（平成 15年度当初予算ベースで算出） 
 
  中 条 町 

・現行税率（150 円  50 円） 

        14,800 人×150 円＝2,220,000 円 

83,080 人× 50 円＝4,154,000 円 

合 計 6,374,000 円 

 

 

・調整案税率（日帰り 100 円  50 円） 

        14,800 人×100 円＝1,480,000 円 

83,080 人× 50 円＝4,154､000 円 

合 計 5,634,000 円 

 

黒 川 村 

  ・課税免除で年齢 6歳に満たない幼児を年齢１２歳未満とした場合 

  年間の入浴客数のうち小学生のしめる割合は全体の５％ 

  7,550,000 円×5％＝377,500 円（377,500 円の減収） 

 
〈参考〉先進地事例：入湯税（税率）の取扱い 

協議会名 関係市町村 
合併 

方式 
調整内容 

村上市岩船郡 6市町村 
村上市・荒川町・神林村・朝日村・山

北町・粟島浦村 
新設 税率は、入湯する者 1人につき 1泊 150 円、日帰り 100 円とする。 

北蒲原郡南部郷 安田町・京ヶ瀬村・水原町・笹神村 新設 
税率については、入湯客 1 人について、日帰り施設 100 円、宿泊施設 150 円

とする。 

三島郡３か町村 与板町・和島村・出雲崎町 新設 税率については、鉱泉浴場における入湯者 1人について、1日 150 円とする。 

北魚沼６か町村 
堀之内町・小出町・湯之谷村・広神村・

守門村・入広瀬村 
新設 入湯税は、税率を 1泊 150 円、日帰り 100 円とする。 

六日町・大和町 六日町・大和町 新設 
税率については、六日町の例（入湯するもの 1 人 1 日について 120 円）によ

り合併時に調整する。 

新井市・妙高高原町・妙高村 新井市・妙高高原町・妙高村 編入 ※税率は、各市町村同じ（日帰り 50 円、宿泊 150 円） 

糸魚川市・能生町・青海町 糸魚川市・能生町・青海町 新設 
日帰りの税率が異なるため、100 円に統一する。 

（宿泊は、150 円） 

佐渡市町村 

両津市・相川町・佐和田町・金井町・

新穂村・畑野町・真野町・小木町・羽

茂町・赤泊町 

新設 税率は、１人１日につき１５０円に統一する。 

十日町広域圏 
十日町市・川西町・中里村・松代町・

松之山町 
新設 入湯税率は宿泊しない者を 50 円、宿泊する者を 100 円とする。 

 



 14

行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 ５ 鉱産税  中条町担当 税務課 町民税係   

分 科 会 ４ 民税分科会 調整項目 １ 鉱産税  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

 
１ 納税義務者 
 

 
鉱物の掘採の事業を行う鉱業者 
・地方税法第５１９条 
・中条町税条例第９２条 
 

 
鉱物の掘採の事業を行う鉱業者 
・地方税法第５１９条 
・黒川村税条例第９２条 
 

 
両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 
 
 

 

 
２ 課税標準 
 

 
鉱物の価格 
・地方税法第５１９条 
・中条町税条例第９２条 

 
鉱物の価格 
・地方税法第５１９条 
・黒川村税条例第９２条 
 

 
両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 
 
 
 

 

 
3  税率 
 

 
１％ 
・地方税法第５２０条 
・中条町税条例第９３条 
 

 
１％ 
・地方税法第５２０条 
・黒川村税条例第９３条 
 

 
両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 

 

 
４ 納期 
 

 
当月掘採した分を翌月の１５日から同月末日までに申告納付す

る。 
・地方税法第５２１条 
・中条町税条例第９４条 

 
当月掘採した分を翌月の１５日から同月末日までに申告納付す

る。 
・地方税法第５２１条 
・黒川村税条例第９５条 

 
両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 

 

財政への影響額 単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 
中条町 ３７，４６０ ３７，４６０ ０ 
黒川村 １ １ ０ 
計 ３７，４６１ ３７，４６１ ０ 

関係法令等 

地方税法（昭和 25 年・法律第 226 号） 

（鉱産税の納税義務者等） 
第５１９条  鉱産税は鉱物の掘採の事業に対し、その鉱物の価格を課税標準として、当該事業所の作業場所在の市町村において、その鉱業者に課
する。 
（鉱産税の税率） 
第５２０条  鉱産税の標準税率は、100分の１とする。ただし、鉱物の掘採の事業の作業場において第 522条に定める期間内に掘採された鉱物の
価格が当該事業の作業場所在の市町村ごとに 200万円以下である場合においては、当該期間に係る鉱産税の標準税率は、100分の０．７とする。 
２ 前項の標準税率をこえて課する場合においても、100分の１．２（前項ただし書きの場合にあっては、100分の０．９）をこえることができな
い。 
（鉱産税の納期） 
第５２１条  鉱産税の納期は、毎月 10日から末日までの間において当該市町村の条例で定める。 備考 平成１５年度当初予算ベース 
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専門部会 

２ 財政部会 分  類 ６ 固定資産評価審査委員会 中条町担当 税務課 町民税係   

分 科 会 ４ 民税分科会 調整項目 １ 固定資産評価審査委員会 
 
黒川村担当 企画財政課 税務係   

 

現     況 
記載事項 中 条 町 黒 川 村 

調 整 方 針 備  考 

１ 固定資産評価
審査委員会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
名    称 固定資産評価審査委員会 
委員構成 3名 
報    酬 日額  ５，７００円 
根拠例規 ・地方税法第４２３条～第４３６条 

・中条町税条例６６条、第６６条の２ 
任    期 ３年 

 現職委員の任期 
・平成１６年７月４日まで（１名） 
・平成１７年７月３日まで（２名）  

 
名    称 固定資産評価審査委員会 
委員構成 3名 
報    酬 日額 ５，９００円 
根拠例規 ・地方税法第４２３条～第４３６条 

・黒川村税条例６６条、第６６条の２ 
任    期 ３年 

 現職委員の任期 
・平成１６年９月３０日まで（３名） 

  

 
委員の定数は３人とし、任期について

は、法令の定めるところによる。 
報酬の額は、現行の報酬額及び同規模

の自治体の例をもとに調整する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
参考資料 3参照 

財政への影響額                単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 
中条町 ３５ ３５ ０ 
黒川村 ２０ ２０ ０ 
計 ５５ ５５ ０ 

関係法令等 

地方税法（昭和２５年法律２２６号） 
（固定資産評価審査委員会の設置、選任） 
第４２３条   固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するために、市町村に、固定資産評価審査委員会を設置する。  
         ２  固定資産評価審査委員会の委員の定数は３人以上とし、当該市町村の条例で定める。 
         ３  固定資産評価審査委員会の委員は・・（省略）・・当該市町村の議会の同意を得て市町村長が選任する。 
          （４項以下省略） 

備考 平成１５年度当初予算ベース 

 

 
行 政 制 度 調 整 表 
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参考資料３ 

 

先進地事例：固定資産評価審査委員会の委員定数の取り扱い 

協議会名 関係市町村 合併方式 調整内容 

北蒲原郡南部郷 安田町・京ヶ瀬村・水原町・笹神村 新設 
委員の定数は３人とし、任期については法令の定めるところによる。 

報酬の額は、現行の報酬額及び同規模の自治体の例を基に調整する。 

三島郡３か町村 与板町・和島村・出雲崎町 新設 

固定資産評価審査委員会の委員の定数は３人とし、任期については法令の定める

ところによる。 

報酬の額は、現行の報酬額及び同規模の自治体の例を基に調整する。 

六日町・大和町 六日町・大和町 新設 
委員の定数は３人とし、任期については法令の定めるところによる。 

報酬の額は、現行の報酬額及び同規模の自治体の例を基に調整する。 

佐渡市町村 
両津市・相川町・佐和田町・金井町・新穂村・

畑野町・真野町・小木町・羽茂町・赤泊町 
新設 

固定資産評価審査委員会の定数は１０人以内とし、任期については法令の定める

ところによる。 

報酬の額は、現行の報酬額を基に調整する。 
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行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 １ 固定資産税  中条町担当 税務課 資産税係   

分 科 会 ５ 資産税分科会 調整項目 １ 固定資産税  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

1 納税義務者 １月１日現在、町内に所在する固定資産（土地、家屋、償却資産）
の所有者 
 
・地方税法第３４２条・第３４３条・第３５９条 
・中条町税条例第４１条 

１月１日現在、村内に所在する固定資産（土地、家屋、償却資産） 
の所有者 
 
・地方税法第３４２条・第３４３条・第３５９条 
・黒川村税条例第４１条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

 

２ 課税標準 １月１日現在における当該固定資産の価格 
 
・地方税法第３４９条・第３４９条の２ 
・中条町税条例第４９条 

１月 1日現在における当該固定資産の価格 
 
・地方税法３４９条・３４９条の２ 
・黒川村税条例第４９条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

３ 税 率 １．４％（標準税率） 
 
・地方税法第３５０条 
・中条町税条例第５０条 

１．４％（標準税率） 
 
・地方税法第３５０条 
・黒川村税条例第５０条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

 

４ 免税点 ①土地      ３０万円 
②家屋      ２０万円 
③償却資産   １５０万円 
 
・地方税法第３５１条 
・中条町税条例第５１条 

①土地      ３０万円 
②家屋      ２０万円 
③償却資産   １５０万円 
 
・地方税法第３５１条 
・黒川村税条例第５１条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

 

５ 課税免除 ①主として公共のために使用する集会所、体育施設及びその敷地で
ある土地 
②共有のバス待合所及びその敷地である土地 
③共同簡易水道機械小屋及びその敷地である土地 
④文化財保護法第６９条第１項の規定により指定を受けた、奥山荘
城館遺跡の区域内の土地で、町長が指定した土地 
⑤雇用・能力開発機構が所有する中条町勤労者総合福祉センター及
び中条勤労者総合スポーツ施設 

 
・中条町税条例第４２条 

①集落の集会の用に供する建物及び土地 
②財団法人越後胎内観音奉賛会がもっぱらその本来の用に供する境
内の建物、境内地及び工作物 
③雇用・能力開発機構が所有する固定資産 
 
 
 
 
 
・黒川村税条例第４２条 

両町村の例をもとに調整し、合併時に統
合する。 

 

６ 減 免 ①貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有する固定資
産 
②公益のために直接専用する固定資産（有料で使用するものを除
く） 
③町の全部又は一部にわたる災害又は天候の不順に因り、著しく価
値を減じた固定資産 

 
・地方税法第３６７条 
・中条町税条例第５９条 

①貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有する固定資 
 産 
②公益のために直接専用する固定資産（有料で使用するものを除 
く） 
③村の全部又は一部にわたる災害又は天候の不順に因り、著しく価 
値を減じた固定資産 

 
・地方税法第３６７条 
・黒川村税条例第５９条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 
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現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

７ 納 期 第１期   ４月１６日から同月３０日まで 
第２期   ７月１６日から同月３１日まで 
第３期   ９月１６日から同月３０日まで 
第４期  １１月１６日から同月３０日まで 
 
・地方税法第３６２条 
・中条町税条例第５５条 

第１期   ４月１６日から同月３０日まで 
第２期   ７月１６日から同月３１日まで 
第３期   ９月１６日から同月３０日まで 
第４期  １１月１６日から同月３０日まで 
 
・地方税法第３６２条 
・黒川村税条例第５５条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 

 

財政への影響額 単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 

８ 過誤納金 賦課誤りに伴う過誤納還付金の遡及は５年まで 
 
・地方税法第１８条の３ 

賦課誤りに伴う過誤納還付金の遡及は５年まで 
 
・地方税法第１８条の３ 

中条町 1,817,810 1,817,810 ０

黒川村 280,624 280,624 ０

計 2,098,434 2,098,434 ０関係法令等 
  

備考 平成１５年度当初予算ベース 
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行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 ２ 軽自動車税  中条町担当 税務課 資産税係   

分 科 会 ５ 資産税分科会 調整項目 １ 軽自動車税  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

1 納税義務者 軽自動車等（原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪
の小型自動車）の所有者 
 
・地方税法第４４２条の２ 
・中条町税条例第６８条 

軽自動車等（原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の
小型自動車）の所有者 
 
・地方税法第４４２条の２ 
・黒川村税条例第６８条 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 
 

 

2 課税免除 商品であって使用しない軽自動車等（自動車販売会社の保有する軽
自動車等でナンバープレートの表示してないもの。） 
 
・中条町税条例第６９条 
 

商品であって使用しない軽自動車等 
 
 
・黒川村税条例第６９条 
 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 
 

 

3 非課税 ①国及び非課税独立行政法人並びに都道府県、市町村、特別区、こ
れらの組合、財産区及び地方開発事業団が、公用又は公共用に供
するもの。 

 
②日本赤十字社が、直接その本来の事業の用に供する救急用のも
の。 

 
・地方税法第４４３条 
・中条町税条例第６８条、第６８条の２ 

①国及び非課税独立行政法人並びに都道府県、市町村、特別区、これ
らの組合、財産区及び地方開発事業団が、公用又は公共用に供する
もの。 

 
②日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直接その本来の事業の
用に供するもので、救急用のもの。 

 
・地方税法第４４３条 
・黒川村税条例第６８条の２ 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 
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現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

4 税率  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・地方税法第 444条                        ・地方税法第 444条 
・中条町税条例第 70条                        ・黒川村税条例第 70条 

税額（年額） 
 
 
分  類 

中条町 黒川村 

50㏄以下のもの 1,000円 1,000円 

90㏄以下のもの 1,200円 1,200円 

125㏄以下のもの 1,600円 1,600円 
原動機付自転車 

3輪以上 20㏄超（ミニカー） 2,500円 2,500円 

2輪のもの 2,400円 2,400円 

3輪のもの 3,100円 3,100円 

営業用 5,500円 5,500円 
乗用 

自家用 7,200円 7,200円 

営業用 3,000円 3,000円 
4輪以上のもの 

貨物 
自家用 4,000円 4,000円 

軽自動車 

専ら雪上を走行するもの 2,400円 2,400円 

農耕作業用のもの 1,600円 1,600円 
小型特殊自動車 

その他のもの 4,700円 4,700円 

２輪の小型自動車 4,000円 4,000円 

 

両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 
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現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

 
5 賦課期日 

 
４月１日 
 
・地方税法第４４５条 
・中条町税条例第７１条 
 

 
４月１日 
 
・地方税法第４４５条 
・黒川村税条例第７１条 

 
両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 
 
 
 

 

 
6 納期 

 
５月１６日から５月３１日まで 
 
・地方税法第４４５条 
・中条町税条例第７１条 

 
５月１６日から同月３１日まで 
 
・地方税法第４４５条 
・黒川村税条例第７１条 

 
両町村で差異がないため、現行のとおり
とする。 
 
 
 

 

 
両町村の例をもとに調整し、合併時に統
一する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

財政への影響額 単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 

 
7 減免 

 
①生活保護法の規定による生活扶助を受ける者が所有する軽自動
車等。 
②公益のために直接専用する軽自動車等。 
③天災その他特別の事情がある場合において減免を必要とする軽
自動車等。 
④身体に障害を有し歩行が困難な者又は精神に障害を有し歩行が
困難な者が所有する軽自動車等。（１台のみ） 
⑤その構造が専ら身体障害者等の利用に供するための軽自動車等。 
 
・地方税法第４５４条 
・中条町税条例第７８条、第７９条 
 

 
①公益のため直接専用するものと認める軽自動車等。 
②身体に障害を有し歩行が困難な者、又は精神に障害を有し歩行が困
難な者が所有する軽自動車等で、当該身体障害者、若しくは精神障
害者のために生計を一にする者又は常時介護する者が運転するも
ののうち村長が必要と認めるもの。 
③構造が専ら身体障害者等の利用に供するためのもの。 
 
 
 
・地方税法第４５４条 
・黒川村税条例第７８条 
・黒川村税条例第７９条 

中条町 52,998 52,998 ０ 

黒川村 12,555 12,555 ０ 

計 65,553 65,553 ０ 関係法令等 
 
 
 

 

備考 平成１５年度当初予算ベース 
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行 政 制 度 調 整 表 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 ３ 特別土地保有税  中条町担当 税務課 資産税係   

分 科 会 ５ 資産税分科会 調整項目 １ 特別土地保有税  黒川村担当 企画財政課 税務係   

            

現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

１ 納税義務者 取得後１０年を経過していない土地の保有又は取得に対し、当該土
地の所有者又は取得者。 
 
・地方税法５８５条 
・中条町税条例第１１８条 

取得後１０年を経過していない土地の保有又は取得に対し、当該土 
地の所有者又は取得者。 
 
・地方税法５８５条 
・黒川村税条例第１１８条 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

２ 課税標準 土地の取得価額 
 
・地方税法第５９３条 
・中条町税条例第１２１条 

土地の取得価額 
 
・地方税法第５９３条 
・黒川村税条例第１２１条 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

３ 税率 ①保有分 １．４％ 
②取得分 ３．０％ 
 
・地方税法第５９４条 
・中条町税条例第１２２条 

①保有分 １．４％ 
②取得分 ３．０％ 
 
・地方税法第５９４条 
・黒川村税条例第１２２条 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

４ 免税点 ５，０００㎡ 
 
・地方税法第５９５条 
・中条町税条例１２３条 

１０，０００㎡ 
 
・地方税法第５９５条 
・黒川村税条例１２３条 

新市が都市計画区域を有することから、

５，０００㎡とする。 
 

５ 納税免除 ①非課税土地関係にかかる納税義務の免除等（地方税法６０１条）

②特例譲渡（優良な宅地供給、公共事業を行う者の公共事業用地の 
 代替地とされる土地若しくは土地開発公社等の公共事業用地の代 
 替地とされる土地の譲渡）関係（地方税法６０２条） 
③形式的な所有権の移転関係（地方税法６０３条） 
④恒久的な利用に供するものとして定められた土地で、市町村長が 
認定したもの（地方税法６０３条の２） 

①非課税土地関係にかかる納税義務の免除等（地方税法６０１条） 
②特例譲渡（優良な宅地供給、公共事業を行う者の公共事業用地の 
 代替地とされる土地若しくは土地開発公社等の公共事業用地の代 
 替地とされる土地の譲渡）関係（地方税法６０２条） 
③形式的な所有権の移転関係（地方税法６０３条） 
④恒久的な利用に供するものとして定められた土地で、市町村長が 
認定したもの（地方税法６０３条の２） 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

６ 徴収猶予 土地の取得後有効利用されるまでの一定期間における徴収猶予

及び納税義務の免除（地方税法６０３条の２の２）。 
当該土地を一定期間（５年以内、止むを得ない場合には１回に限り、

５年以内で延長を認める）内に恒久的な建物等の用に供する土地と 
して保有する計画があり、かつ市町村長が認定したときは徴収を猶予。 
猶予期間内に恒久的な建物等が完成したことについて市町村長

の確認を受けた場合は、猶予期間に係る納税義務を免除。 

土地の取得後有効利用されるまでの一定期間における徴収猶予及 
び納税義務の免除（地方税法６０３条の２の２）。 
当該土地を一定期間（５年以内、止むを得ない場合には１回に限り、

５年以内で延長を認める）内に恒久的な建物等の用に供する土地と 
して保有する計画があり、かつ市町村長が認定したときは徴収を猶予。 
猶予期間内に恒久的な建物等が完成したことについて市町村長の 
確認を受けた場合は、猶予期間に係る納税義務を免除。 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
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現     況 

記載事項 中 条 町 黒 川 村 
調 整 方 針 備  考 

７ 審議会 なし（平成１５年４月１日、中条町特別土地保有税審議会条例を廃止） なし 両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

８ 賦課 平成１５年度より新たな課税は停止 
 
・地方税法附則第３１条 

平成１５年度より新たな課税は停止 
 
・地方税法附則第３１条 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

９ 減免 ①公益のために直接専用する土地 
②当該土地の全部又は一部にわたる災害により、著しく価値を減じ

た土地 
③前２号に掲げる土地以外の土地で特別の事由があるもの 
 
・地方税法第６０５条の２ 
・中条町税条例第１２６条の２ 

①公益のために直接専用する土地 
②当該土地の全部又は一部にわたる災害により、著しく価値を減じ 
た土地 
③前２号に掲げる土地以外の土地で特別の事由があるもの 
 
・地方税法第６０５条の２ 
・黒川村税条例第１２６条の２ 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

１０ 納期 申告納付 
・保有分 
 １月１日現在基準面積以上の土地の所有者 
                   その年の５月３１日 
・取得分 
 ①１月１日前１年以内（前年の１月１日から１２月３１日までの

間）における基準面積以上の土地の取得者 
                   その年の２月末日 
 ②７月１日前１年以内（前年の７月１日からその年の６月３０日

までの間）における基準面積以上の土地の取得者 
                   その年の８月３１日 
 
・地方税法第５９９条 
・中条町税条例１２６条 

申告納付 
・保有分 
 １月１日現在基準面積以上の土地の所有者 
                   その年の５月３１日 
・取得分 
 ①１月１日前１年以内（前年の１月１日から１２月３１日までの 
間）における基準面積以上の土地の取得者 
                   その年の２月末日 
 ②７月１日前１年以内（前年の７月１日からその年の６月３０日 
までの間）における基準面積以上の土地の取得者 
                   その年の８月３１日 
 
・地方税法第５９９条 
・黒川村税条例第１２６条 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

１１ 過誤納金 賦課誤りに伴う過誤納還付金の遡及は５年まで 
 
・地方税法第１８条の３ 

賦課誤りに伴う過誤納還付金の遡及は５年まで 
 
・地方税法第１８条の３ 

両町村で差異がないため、現行のとおり

とする。 
 

関係法令等 

地方税法（昭和２５年・法律第２２６号） 

（特別土地保有税の免税点） 

第５９５条  市町村は、同一の者について、当該市町村の区域（第一号の市にあつては、当該市の区の区域）内において、第 599 条第 1

項第 1 号の特別土地保有税にあつてはその者が１月１日に所有する土地（第 586 条第 1 項若しくは第 2 項、第 587 条第 1 項又は第 587

条の 2 第 1項本文の規定の適用がある土地を除く。）の合計面積が、第 599 条第 1 項第 2号の特別土地保有税にあつてはその者が１月１

日前１年以内に取得した土地（当該土地の取得について第 586 条第 1 項若しくは第 2項又は第 587 条第 2 項の規定の適用がある土地を除

く。以下本条において同じ。）の合計面積が、第 599 条第 1 項第 3号の特別土地保有税にあつてはその者が 7月 1 日前 1年以内に取得し

た土地の合計面積が、それぞれ次の各号に掲げる区域の区分に応じ、当該各号に定める面積（以下本節において「基準面積」という。）

に満たない場合には、特別土地保有税を課することができない。  

一  地方自治法第 252 条の 19 第 1 項 の市の区の区域  ２，０００㎡  

二  都市計画法第 5条 に規定する都市計画区域を有する市町村の区域（前号の区域を除く。） ５，０００㎡ 

三  その他の市町村の区域 １０，０００㎡  
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行 政 制 度 調 整 表 
 

 

専門部会 ２ 財政部会 分  類 ３ 督促 中条町担当 税務課 徴収係   

分 科 会 ６ 収納分科会 調整項目 １ 督促手数料 
 
黒川村担当 企画財政課 税務係   

 

現     況 
記載事項 中 条 町 黒 川 村 

調 整 方 針 備  考 

1 督促手数料 ・納税者が納期限までに完納しない場合においては、納期限後
２０日以内に、督促状を発しなければならない。 
・督促状を発した場合においては、手数料を徴収することがで

きる。 
・徴税吏員は、督促状を発した場合においては、督促状１通に

ついて、１００円の督促手数料を徴収しなければならない。

ただし、やむを得ない理由があると認める場合においては、

これを徴収しない。 
 
 

・納税者が納期限までに完納しない場合においては、納期限後 20
日以内に、督促状を発しなければならない。 
・督促状を発した場合においては、手数料を徴収することができ

る。 
・徴税吏員は、督促状を発した場合においては、督促状１通につ

いて、１００円の督促手数料を徴収しなければならない。ただ

し、やむを得ない理由があると認める場合においては、これを

徴収しない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

両町村で差異がないため、現行のとお

りとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

財政への影響額                単位：千円 
 予算額 調整後見込額 影響額（増減） 
中条町 ５４２ ５４２   ０

黒川村 １１５ １１５   ０

計 ６５７ ６５７   ０

関係法令等 

・地方税法第３２９条及び第３３０条（市町村民税） 
・地方税法第３７１条及び第３７２条（固定資産税） 
・地方税法第４５７条及び第４５８条（軽自動車税） 
・中条町税条例第 11条 
・中条町督促手数料及び延滞金徴収条例 

・地方税法第３２９条及び第３３０条（市町村民税） 
・地方税法第３７１条及び第３７２条（固定資産税） 
・地方税法第４５７条及び第４５８条（軽自動車税） 
・黒川村税条例第 11条 

備考 平成１５年度当初予算ベース 




